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消費者の視点に立って、米流通の適正化を図るため
平成２２年１０月１日から米トレーサビリティ法が施行されます

（ ）米・米加工品の取引等の記録の作成・保存と産地情報の伝達が義務づけられます

○対象となる事業者は？

米・米加工品を取り扱う幅広い事業者が対象

ですので 米販売農家や農協 米販売店 米 ご、 、 、 （

飯）を提供する飲食店、小売店（スーパー、農

産物直売所 、食品製造業者、食品卸売業者な）

どが対象です。

○対象品目（米穀等）は？

玄米、精米や白めし、おかゆ、寿司、弁当、

、 、 、 、チャーハン オムライス カレーライス 赤飯

ドリア、おにぎりなどご飯として提供する料理

その他として、米粉、米こうじ、もち、だんご、米菓（煎餅、あられ等 、清酒、単式蒸留）

しょうちゅう、みりんなども対象品目となります。

○対象事業者の役割は？

・トレーサビリティ（取引等の記録の作成・保存 ：平成２２年１０月１日施行）

→米・米加工品を、①取引（譲受け、譲渡し 、②事業所間の移動（搬出、搬入 、③廃棄） ）

又は亡失を行った場合には、その記録を作成し、保存します。

・産地情報の伝達（取引等に伴う産地情報の伝達 ：平成２３年７月 １日施行）

取引等に伴い産地情報を消費者まで伝達します。→

○記録はどのように作成

して保存すればよいか？

右のような必要な事項が

記載された納品書、取引伝

票、送り状、規格書等（帳

簿でも可）を保存すること

で、記録の作成・保存の義

務を果たしたことになりま

す。

※保存期間は、原則３年。

（賞味期限等に応じて３ヶ

月、５年と異なります ）。

◎集荷業者に出荷してい

る米販売農家の方は、業

者から発行される必要な事項が記載された荷受明細等を保存してください。

○消費者への産地情報の伝達手段はどのようにしたらよいか？

産地が国内であれば「国産 「国内産 「○○県産」等、外国であれば「○○国産」と商品」 」

の包装に記載するかメニューに記載するか店内に掲示するなどで産地情報を伝達します。

〔お問い合わせ先〕

関東農政局栃木農政事務所食糧部計画課 ℡ ０２８－６３３－３４２６

米トレーサビリティ法についての情報は、下記のホームページをご覧下さい。

http://www.maff.go.jp/j/soushoku/keikaku/kome_toresa/index.html

栃木県農政部経済流通課マーケティング対策班 ℡ ０２８－６２３－２２９８


